
１ 総合教育大綱策定の根拠

●地方教育行政の組織及び運営に関する法律(地方教育行政法)の改正
（平成27年４月１日施行）

□総合教育大綱は教育の目標や施策の根本的な方針
□教育基本法第17条に規定する基本的な方針（国の教育振興基本計画）を参酌
して定める

□総合教育会議において知事と教育委員会が協議・調整し、知事が策定

→ 地方公共団体として、教育政策に関する方向性を明確化するもの

２ 北海道総合教育大綱策定・改定の経過

版数 時 期 策定・改定の理由

第１版
平成27年10月策定
同月施行

地方教育行政法の改正を受け策定
（対象期間を平成29年度までとする）

第２版
平成29年10月策定
平成30年４月施行

対象期間満了に伴い策定
（対象期間の定めを撤廃）

第３版
(現行)

令和２年３月改定
同年４月施行

子どもや教育現場を取り巻く情勢変化等を踏まえ改定
（対象期間の定めなし）

北海道総合教育大綱について
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北海道総合教育大綱【概要】

◯ 北海道が持続的に発展していくためには、前
例にとらわれない新たな発想と行動力を持つ人
材が求められる

◯ 将来を担う子どもたちの可能性を引き出す教
育の推進が求められる

◯ 道では、道民一人ひとりが新たな時代を生き
抜いていけるよう、教育・人づくりに取り組む

◯ 誰もが生まれ育った環境に左右されず、幼児
期から安心して質の高い教育を受け、生涯にわ
たって学び続けることができる環境を整え、夢
や希望へのチャレンジを応援する北海道づくり
を進める

【求められる人間像】
・夢や課題に、新たな発想で挑戦する人

・ふるさとを愛し、グローバルな視点で地域の発
展のために行動する人

・互いの個性や文化の違いを尊重し、ともに力を
合わせる人

基 本 理 念

基本方針と取組の方向性

グローバル化や情報化の進展など、これからの社会において必要な資質・能力の育成
○幼児教育の充実 ○キャリア教育の充実
○確かな学力と健やかな体を育む教育の推進 ○道徳教育・人権教育の充実
○特別支援教育の充実 ○ふるさと教育の充実
○国際理解教育の充実 ○防災教育の充実
○情報教育の充実

基本方針Ⅰ 新たな社会を生きる力を育む

生まれ育った地域や家庭環境に左右されずに、子どもたちが安心して質の高い教育が受けられる環境の
整備
○いじめの防止や不登校児童生徒への支援の充実 ○地域の特色を活かした多様な体験活動の推進
○児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応 ○幼児教育施設や学校段階間の連携・接続の推進
○学びのセーフティネットの構築 ○学校における働き方改革の推進
○地域創生の視点を踏まえた特色ある高校づくり ○教員の確保と資質向上
○遠隔教育の充実 ○私学教育の振興
○学校と地域の連携・協働の推進

基本方針Ⅱ 子どもの学びと成長の環境を整える

地域創生や産業、高度なＩＣＴ社会などを担う人材の育成
○本道の基幹産業を支える人材の育成 ○地域の安心を守る医療・福祉を担う人材の育成
○新たな社会を拓くＩＣＴ人材の育成 ○就職氷河期世代の活躍促進
○地域創生を担う人材の育成と活躍促進 ○多文化共生社会に向けた環境の整備
○大学や企業等との連携強化

基本方針Ⅲ 地域と産業を担う人を育む

人生100年時代を見据え、生涯を通して学び続けられる環境の整備や、人づくり・地域づくりにつなが
る社会教育の振興
○生涯学習の振興 ○文化財等の保存及び活用の推進
○社会教育の振興 ○スポーツ活動の振興
○芸術文化活動の推進

基本方針Ⅳ 生涯を通じて学び続ける人を育む

北海道に生まれ育ち、学んだ子どもたちが、ど
こにいてもふるさとへの思いを抱き続け、自ら成
長し、新しい時代の北海道創生の担い手として活
躍することができるよう、オール北海道で全力で
取り組んでまいる

は じ め に

北海道総合教育大綱（現行）の概要
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令和２年（2020年）３月改定
（令和２年（2020年）４月施行）



基本方針Ⅰ 新たな社会を生きる力を育む

取組の方向性 主な取組内容

○情報教育の充実
授業や校務等、学校におけるICT活用に関する研修や協議会等を校種横断的に行うほか、道立学校において「ICT
支援員」を活用し、学校ごとの状況に応じたコンサルティングを実施

○ふるさと教育の充実
総合的な学習の時間における「アイヌの人たちの歴史・文化」と「北方領土」の学習の充実や、北海道の自然や文化、
観光を含む産業等の教育資源等の活用を充実することにより、北海道についての理解を深め、郷土に対する愛着
や誇り、社会性を育成

○防災教育の充実
ＳＮＳ等を活用した防災に係る情報発信、関係機関や防災の専門家と連携した市町村における防災研修や１日防
災学校の支援、ほっかいどう防災教育協働ネットワーク構成員と連携した防災教育関係イベントなどを実施

基本方針Ⅱ 子どもの学びと成長の環境を整える

取組の方向性 主な取組内容

○いじめの防止や不登校児
童生徒への支援の充実

いじめの未然防止を図るため、研究協議・情報交換・カウンセリング演習等のセミナー開催、スクールカウンセラー
やスクールソーシャルワーカーの活用等を実施

○教員の確保と資質向上
北海道の地域の魅力や北海道で教職に就く魅力等を「教員採用ポータルサイト」やＳＮＳ等を活用して広く発信する
ほか、教職の魅力向上の取組として、大学生向けにはへき地・小規模校での体験実習を行う「草の根教育実習」、
高校生向けには「教員養成セミナー」や「小中学校でのインターンシップ」などを実施

基本方針Ⅲ 地域と産業を担う人を育む

取組の方向性 主な取組内容

○地域創生を担う人材の育
成と活躍促進

市町村等が地域課題の解決や地域活性化を目的に取り組む事業に対して支援するほか、次代の担い手としての
自立を促すため「日本の次世代リーダー養成塾」に道内高校生を派遣

基本方針Ⅳ 生涯を通じて学び続ける人を育む

取組の方向性 主な取組内容

○文化財等の保存及び活用
の推進

アイヌ民族技術・口承文芸の記録保存やアイヌの生活用語、伝統的な風俗習慣・民俗芸能の保存伝承活動等を実
施するとともに、小中学生向けの世界遺産や道内の縄文遺跡の理解を深めるための教材として、縄文時代の人々
の暮らしの学習動画の作成や、それらを活用した小中学校で出前授業を実施

北海道総合教育大綱に基づく主な取組状況
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教育振興基本計画
（Ｒ５～Ｒ９）

教育基本法

こども基本法

国

地方教育行政法

道

こども大綱
（Ｒ５～※５年程度）

北海道総合教育大綱
（Ｒ７～（予定））

次期北の大地・子ども未来づくり北海道計画
（Ｒ７～ （予定））※こども計画として位置付け

連携

【教育振興基本計画（抜粋）】

子供の健やかな成長に向けては、「学び」に係る政策と「育ち」に係る政策の両者が、それぞれの目的を追求する
中で、専門性を高めつつ緊密に連携することが重要であり、教育振興基本計画の推進に当たっては、こども大綱に
基づく施策と相互に連携を図りながら取り組む必要がある。

北海道総合教育大綱の改定は、次期北の大地・子ども未来づくり北海道計画の策定と相互に連携
しながら進める。

連携

北海道総合教育大綱の改定に当たっての背景

（基本理念）
・こどもまんなか社会の実現
（基本方針）
・こどもの貧困対策 ・ヤングケアラーの支援
・こどもの意見表明の機会の確保
・こどもの自殺対策、犯罪などからこどもを守る取組
・いじめや不登校対策
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北海道総合教育大綱の改定に当たっての進め方

次の考え方を基本に、総合教育会議や議会議論などを踏まえて改定

①基本理念
「学び」と「育ち」に係る政策の緊密な連携を図る観点などから、国の教育振興基本計画、こども大綱を踏
まえて検討

②基本方針（取組の方向性）

関連する国の各種計画（※）等との整合や、本道教育を取り巻く環境、社会情勢の変化等を踏まえて検討
（※）教育振興基本計画、こども大綱、こども未来戦略、学校教育情報化推進計画、スポーツ基本計画 等

１ 基本的な考え方（方向性）

5

２ 想定スケジュール

令和６年５月13日 第１回総合教育会議（大綱改定に向けた考え方等の協議）

８月 第２回総合教育会議（改定大綱骨子案の協議）
※骨子案：大綱の要点をまとめたもので、柱と主な項目で構成

10月 第３回総合教育会議（改定大綱素案の協議）
※素案：大綱の全文を記載した事務局案

12月(～１月) 改定大綱素案へのパブリックコメント実施

令和７年１月 第４回総合教育会議（改定大綱案の協議）
※案：素案に対して、広く外部から意見聴取し、意見を反映させた知事決定前の最終案

３月 大綱の改定を決定

４月 改定大綱施行


